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I はじめに
平成 18年改正信託法には，限定責任信託の受託者が固有財産で責任を負
う場合も規定している。たとえば，開法224条は，受託者が信託事務を行う
について悪意または重過失があったときは，第三者に対して損害賠慣責任を
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負う旨定めている。同法21条 l項 8号および 217条 l項も，信託事務処理
について受託者が行った不法行為に基づき受託者に対して損害賠償請求権を
有する者は，受託者の臨有財産に対しでも，強制執行，仮差押え，仮処分，
担保擦の実行または競売をすることを認めている。不法行為責任のうち，無
過失責任の性質を持つ工作物責任および、使用者責任にもとづく賠償責任を，
受託者が固有財産で負担しなくてもよいとすべきであるとの意見を，信託法
改正要綱試案に対して信託協会が表明していた1)。しかし，同改正信託法は
無過失の受託者が固有財産で賠償責任伝履行することを免除する皆の規定を
おいていない。また，王子成 18年改正前借託法 36条2項が認めていた受託考
の受益者lこ対する損害補償請求権を，改正信託法では受託者と受益者との間
に合意がある場合に限って認めることとした(改正法48条5項)。無過失責任
を負った受託老の場合，信託の管理が失当でないかぎり，不法行為の被害者
に対して間有財産主で損害を賠償したのち，信託財産への求償の途が改正法
53条 1項l号によって認められることだけは明らかである。したがって，
受託者が酉有財産で負担する不法行為責任から，無過失責任を解釈論によっ
て除外しようとする見解が実務家から主張されるに至っている。この研究
は，特に，信託財産である不動産に土壌汚染の開題があり，受託者がその不
動産の所有者として環境法に基づく責任を無限に負うことを危倶したもので
ある 2)。
本稿では， したがってアメリカにおける土壌汚染等と受託者の責任につい
て概観する。
I アメリカ法概観
1 統一信託法典の立場
統一信託法典 (UniformTrust Code)とは，統一州法委員会 (TheNational Con-
ference of Commissioners on Uniform State Laws)によって採択されたそデノレ法で、
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あり，各州の信託法そ包括的に法典化する目的を持つ。各州、!の判例法を法文
化した部分し判例法の態度が定まっていないか，または知られていない事
項についてノレーノレを明確化した部分がある 3)。
統一信託法典 1010条が，受託者の間有財産による責任の限度を明らかに
している。開条a項は， r受託者が受託者としての資格 (capacity)を明示し
て，信託事務処理として適切に契約を締結した場合，契約に別段の定めがな
いかぎり，受託者はその契約lこ対して自ら責任を負わないJと規定してい
る。開条b項は， r受託者本人に (personally)過失がないかぎり，信託事務
処理の過程で行った不法行為責任，またはたとえば環境法違反の責任などの
ように，財産権の権利者であることに基づく責任を受託者自らは免れるj と
規定している。開条c項は， r受託者としての権限に基づき受託者が締結し
た契約に基づく請求権，信託慰産の所有権または支配権を有することから生
じる請求権，または信託事務処理の過程でなされた不法行為に基づく請求権
色受託者が闘有財産でその責任を負うか否かにかかわらず，受託者として
の資格を有する者としての受託者に対する司法手続きにおいて主張すること
ができるJとしている。
再条a壌に付された注釈によれば，この規定は統一検認法典 (UniformPro-
bate Code (UPC)) 7-306条に範を?とっているものの，統一検認法典に比べて
受託者を保護しているという。統一検認法典7-306条は，受託者が，受託者
としての権隈および信託を明示して締結した契約に場合にかぎり，その契約
に対して自ら責任を負わないとする。他方の統一信託法典 1010条a項は，
受託者が富有財産で責任を負わない要件を緩和し，受託者として署名をする
か，または単に信託に言及する方法で信認関係を明らかにすればよいとす
る。
同条b項に付された注釈によれば，この規定は，第二次倍託法リステイ
トメント (Restatement(Second) of Trusts (1959)) 264条と異なる規定である。間
リステイトメント 264条では，代理人(agent)の行為に起因する使用者責任を
含め，受託者に過失がない場合も，受託者が固有財産で責任を負うとしてい
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たからである。統一信託法典1010条b項は，特に包括的環境対処補償責任法
(Comprehensive Environmental Response， Compensation， and Liability Act (CERCLA) 
42 U.S.c. S 9601田9675.))などの環境法違反による責任七受託者自らに過失ま
たは故意がないかぎり免れさせることを目的としている。以下，商法をスー
パーフアンド法として引用する。
同条c項に付された注釈によれば，この規定は，信託財産が責任を負わな
い場合に受託者が代表者としての資格で被告となりえないというコモンロー
の原則を変更するものである。
なお，受託者の不法行為責任に関連する同法典中の規定として， 701条c
項2号および816条 13号がある。 701条は，受託者に就任することの承認
または拒否に関する任意規定 (defaultrule)を定めている。同条c項が受託者
として指名された者が受託者に就任せずに行ってもよいことな示している。
したがって，受託者として指名された者は，開条問項2号によって，環境法
もしくはその他の法にもとづく責任の可能性を判断するため，または他の目
的のために信託財産を検査または調査することができる。同号に付された注
釈によれば， この規定は，不動産の状態lこ関する不法行為責任または州法も
しくはたとえばスーパーフアンド法 107条 (42U.S.c. S 9607)のような連邦法
違反による責任を受託者が負う可能性があることに配慮して設けられたもの
である。
受託者の不法行為責任に関するもうひとつの規定である 816条は， 815条
によって通常受託者に付与される権限が制限されていないかぎり受託者がな
しうる行為を規定しており， 816条 13号Aから Eは，受託者が環境法違反
によって責任を負う可能性があるという懸念に対処する目的で，受託者にい
くつかの権限を付与している。「受託者が保有する財産もし〈は保有するよ
う依頼された財産 (property)，または受託者が利害を有しもしくは有するこ
とを依頼された，組織によって所有または運営されている財産 (proper引を
検査または謂査する権限 (A)J， i受託者が寵接的または間接的に保有する財
産に影響する環境法違反または違反の可能性に対して，予防，除去，その他
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改善のため措置を講じる権限 (B)J， i財産 (property)ぞ信託に組み入れるこ
とを拒否し，または環境法違反の責任を負担しているもしくはそのような責
任を負担する可能性がある財産 (prope均r) に関する権限を放棄する権限
(C) J， i主張された環境法違反による請求に対して和解をする権限 (D)J，お
よび「環境法を遵守するために，検査，審査，除去または改善措寵の費用を
支払う権限 (E)J が，受託者に認められている権限である。
以上，統一信託法典に見るように，受託者に過失がない場合の責任に関す
る法が，第二次信託法リステイトメントの持期以蜂，変化している。第三次
信託法リステイトメントの条文対照表を見る限り，第二次信託法リステイト
メント 264条に対応する条文はない4)。そこで，次に，第二次信託法リステ
イトメントの立場を確認し，さらにそのような法理の問題点を概観する。
2 第二次信託法リステイトメントの立場
(1 ) 受託者の対第三者素任
第ニ次信託法リステイトメント 264条が， i受託者は，信託事務処理に関
して第三者に対してなした不法行為については，信託とは無関係に財産を保
持する場合と同ーの範囲において，第三者に対して屈有財産で責任を負う」
と規定する。
この規定の趣旨について，同条の注釈は次のように説明している。「不法
行為」とは，受託者の過失，故意または無過失によるかを関わず，受託者と
しての作為義務または不作為義務に違皮していたか否かに関係ない。たとえ
ば，家屋の受託者が，不詮意により，その家屋の階段に張った氷を放置して
いたところ，荷業目的で訪問してきた者がその階段で足をすべらせけがをし
た場合，受託者はその訪問者に対して責任を負う。ただし，本条は，破産管
財人または財産保全管理人たる受託者および公益信託の受託者に過失がない
場合は適用されな~，5)。間じく本条の「不法行為」に含まれるものとして，
受託者の代理人 (agent)6)または被用者 (servant)が信託事務処理についてし
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た不法行為がある。受託者は信託から何ら利益を得ていない場合でも，使用
者責任を負う 7)。確かに，同リステイトメント 247条の規定によれば，無過
失の受託者が賠償責任を負担した場合，信託財産に求償することができる。
しかし，同 264条による受託者の責任は，信託財産が受託者に十分な補鏡を
与えることができるか否かとは関係なく生じる。したがって，信託財産の価
値が 10，000ドノレしかないときに，受託者の使用者が不法行為を行ったことに
より受託者に対して 20，000ドノレの損害賠償額が決定したならば， その不法行
為の被害者は受託者lこ対してその額の支払いを求めることができる8)。な
お，受託者が閤有財産で責任を負わない旨を信託条項で規定したとしても，
その条項は無効であるの。
(2) 信託財産に対する受託者による求償
受託者の信託財産に対する求僕について，第二次信託法リステイトメント
247条は， i244条および245条に定められている準期は，受託者が信託事務
の処理につき負担した不法行為上の責任に適用される」と規定する。ちなみ
に，向244条は， i受託者は，信託事務処理に関し，正当に負担した費用に
ついては，信託財産から檎償を受ける権限を有する」と規定する。また，開
245条は，受託者が244条にもとづき信託財産から補償を受けることができ
ない費用について規定する。開条1項によれば， i本条2項および3項の場
合を除き，受託者は，信託事務処理に関し，正当に負担したものでない費用
に関して，信託財産から補償を受ける権利を持たないj。同条2項は， iある
費用念信託事務処理に爵し正当に負担したものでない場合でも，受託老にそ
のような費用につき補償を与えることが衡平であるという事情がある限り
は，受託者がそれについて信託財産に利益を与えた範聞においては，信託財
産から播慣を受ける権利を有する」と規定する。同条3項は， rある費用
が，信託事務処理に関して正当lこ負担されたものではない場合であっても，
その費用を生じた取引につき受益者が承認または拒否をすることができる地
位にあり，受益者がその取引を承認していたならば，受託者はその費用金額
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について補償を受けることができるj と規定している。
この二つの規定を対照した場合，受託者が信託事務処理に関して「正当
に」負担した費用とは伺かが問題となる。まず，受託者が費用を負担する権
隈について，第二次信託法リステイトメント 188条が， r受託者は，信託目
的の達成のために必要ないし適切であり信託条項によって禁止されてない費
用，および信託条項によって認められている費用そ，適法に負担する権限を
有する」と規定する。信託条項によって認められているかぎりは，信託目的
の達成に必要で、ない費用であっても，受託者は正当に負担することができ
る10)。したがって， r正当に負担したものでない」費用とは，間 188条そ反
対解釈して把握することになる。ただし，第二次信託法リステイトメント
は，正当に負担したものではない費用のすべてに関して，受託者が補償を受
けられないとは定めていない。時 245条 1項の注釈によれば，受託者が権担
の範囲を超えて負担した費用であり，かつ信託財産に何らの利益をもたらさ
ない費用につき，信託財産からの補償が認められていない。たとえば，土地
の受託者である Aが，信託財産である土地を売却する権限を有していない
にもかかわらず，その権限があると誤信し，土地購入の申し込みを受けるた
めに仲介業者Bを雇ったとする。 Bが申し込みを獲得したので， Aが手数料
をBに1000ドノレ支払ったが，売買が結局成立しなかった場合には， Aは信
託財産から補償'を受けることができない11)。なお，信託条項の規定に別段
の規定がある場合，受託者が無権限の事項について誠実に負担した費用につ
き，信託財産に対する求償を認めることができる。ただし，信託条項に別段
の規定があるとしても，受託者が受益者の権利に対して不誠実 (badfaith) 
または軽率にも無関心であるならば求償が認められない12)。
無権限の事項につき受託者が負担した費用を信託財産から補績が認められ
るための要件である，受託者の行為によって信託財産に利益が生じることと
は， どのような意味であろうか。向 245条 2項の注釈によれば，受託者の犠
牲において受益者に不当な和議を得させないことが，開条開項の趣旨であ
る。たとえば，家屋の受託者Aが，その家屋を増築する権限がないにもか
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かわらず，この権限を有すると誤信して，大工Bに増築の費用として 1，000
ドノレを支払ったとする。 Aは権限にもとづきその家屋を売却し，増築をしな
かった場合に比べて 750ドル高い対価を得た。この場合にAは750ドノレの範
囲で補償を受けることができる。そのほかに，信託財産に利益が生じる場合
として，受託者の行為によって，賃貸用不動産の賃料が上昇した場合，およ
び信託財産の価値の下落を防いだ場合が，例示されている 13)。
ただし，この要件が満たされたとしても，不衡平で、あると考えられる場合
には， {言託財産に対する受託者の求償が認められない。不衡平であるか否か
公判断する基準として，次の五つがある。第一に，受託者が費用を負担する
際lこ不誠実であったか否か。第二に，受託者が費用を負担する際に，その権
限がないことを知っていたか否か。第三に，受託者が費用そ負担する際，信
託財産保全のために，費用負担の必要があると合理的に信じたか否か。第四
に，信託財産に生じる利益が，金銭であるかまたは金銭の形になりうるか否
か。第五に，信託目的を妨げることなし受託者に補償佐なしうるか否
カコ14)。
結局，第二次信託法リステイトメント 247条は，信託事務処理の過程で第
三者に不法行為を犯した受託者に対して， どのように向 244条および間 245
条念適用しようとしているのであろうか。同条の注釈によれば，受託者本人
に過失がない場合，信託貯産が究極的に第三者に対する賠償責任を負う 15)。
受託者に過失がない場合とは，たとえば，信託事務処理のために受託者が正
当に使用する代理人 (agent) または被用者 (servant)の過失によって，受託
者本人は無過失であっても第三者に対する受託者の不法行為が成立する場合
である 16)。まずこ， t，ことえば，土地の受託者Aが，信託条項に従い， その土
地の上にアパートを建てるために基礎工事として揺部をしたところ， Bの所
有する隣接地&沈下させてしまったとする。 B所有地の地盤沈下につき， A
に過失がないかぎり，受託者AはBに対する損害賠償につき信託財産から
檎償を受けることができる。
信託事務処理の過程で受託者が故意に第三者に対して不法行為を行った
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が，その結果，信託財産に利益をもたらした場合には，前記245条2項の定
める範囲で，信託財産から補償を受けることができる 17)。また，受託者本
人が過失によって不法行為をした場合にも信託財産から補償を受けられるこ
とを，信託条項ゃに規定することができる。ただし，そのような信託条項の
規定がある場合も，受益者の権利に対して不誠実または軽率にも無関心であ
るならば，受託者は補償されない18)。
以上のように，受託者が信託事務処理の過程で第三者に対して不法行為を
行った場合に関する法準則は，受託者本人が無過失の場合または信託財産に
利益をもたらした場合には，受託者に一定の補償を認めるというものであ
る。しかし，これらの準期は，受託者が信託事務処理を適切に行っている場
合に適用されるにすぎない。不法行為時に受託者が信託事務処理を適切に
行っていない場合には，不法行為に関して受託者本人が無過失であったとし
ても，信託財産から補債を受けることができない。たとえば，家屋の受託者
Aが，信託条項によればその家庭を破壊して家屋を新築する権限を有さない
にも係わらず，家屋新築のために基礎工事として掘削なする過程で， Bの所
有する隣接地を沈下させてしまったとする。 Aが地盤沈下につき無過失で
あったとしても， Bに対して責任を負うが，信託財産から補償を受けること
はできない19)。
(3) 財産権者としての受託老の責任
財産権の権利者であることに基づく責任に関して，第二次倍託法リステイ
トメント 248条が， f244条および245条に定められている準則は，受託者
が信託財産の権利者であることによって負担する責任に適用するJと規定し
ている。したがって，受託者は信託財産からの補績が可能な範簡でのみ，第
三者に対して国有財産で責任を負い20)，受託者が正当に信託財産を保有し，
かっ正当に第三者に対する責任を負担した場合に限って，信託財産からの補
償が認められる21)。受託者が第三者に対して正当に負担する責任とは，た
とえば，税金および法定責任である22)。皮対に，受託者が不当に責任を負
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担した場合，または受託者が財産権を信託に違反して保有もしくは取得して
おり，受益者がその財産権保有を選択しない場合には，受託者は信託財産か
らの補償をうけられない23)。前者の場合の例としては，税金を受託者が滞
納したことによって支払うべき金額が加算された場合，加算額が該当する。
後者の例としては， Bのための金銭の受託老Aが，信託に違反して信託財
産である金銭を使って土地を購入したため，その土地に課された税金を，受
益者Bが土地取得を承認した場合に限って， Aは信託財産から補償をうけ
ることができる24)。
なお，財産権の権利者としての受託者の責任に関して，第二次信託法リス
テイトメント 265条が， i自らの契約または不法行為に基づく責任ではな
し財産権の権利者であることに基づく責任に関して，受託者は信託財産か
ら補償をうけることが可能な範関でのみ，国有財産で責任を負うJと規定す
る。信託とは無関係に財産権を保有する者と受託者とをT，第三者に対する責
任の点で区別していなかった，かつてのコモン・ローとは異なる準則を定め
ている 25)。ただい受託者として財産権を取得保有していることが第三者
にとって明らかでない場合，受託者が固有財産で責任を負わなければならな
いことがある 26)。財産権の権利者としての受託者に責任を追及する第三者
は，信託財産に対する受託者の求償権を過して信託財産に執行することも，
受託者を被告とする訴訟によって直接に信託財産に執行することも可能であ
る。受託者が信託に違反して債務を負担したため，信託財産から補償を受け
られない場合，このような第三者は，信託財産に執行することが認められる
ほか，受託者に信託違反にもとづく請求をすることも認められる27)。
ちなみに，第二次信託法リステイトメント 249条によれば，受託者の受益
者に対する求債は，受益者との間に特約がある場合にのみ認められる。
3 環境立法
1980年にアメリカ連邦議会がスーパーフアンド法を可決したことを契機
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に，開法の規定する物の所有権または支配権を取得したことを根拠とする
任を，信託受託者が負担するか否かという議論が行われるようになった。
開法の立法目的は，公害を引き起こす行為を是正することではなしすでに
汚染された場所を汚染される諮の状態へ，より健全な状態へと修復すること
である28)。利用されていない有害廃棄物処分場の浄化を目的とし，同法に
先立って立法され，現に稼動している施設 (facility)における有害物賓の取
り締まりを目的とする資源保全再生法29)の欠陥を補う手段でもあった30)。
スーパーブアンド法は， 1986年にスーパーアアンド法修正再授権法31)に
よって修正される。ただし，本稿では特にことわりないかぎり， 1986年お
よびその後の改正念含めてスーパーブアンド法とする。スーパーフアンド法
は，所有者に，遺棄されたごみ捨て場の情報を連邦政府へ届け出ることを要
求し，連邦政府および州政府に，有害鹿棄物処分場への対策をとる権限を授
与している。大統領は，環境保護庁 (EnvironmentalProtection Agency (EP A)) 
へこの任務の主たる責任を委譲している。政府は，有害廃棄物処分場に対し
て短期的な緊急除去作業，恒久的な修復事業，またはその両方を行うこと
ができ (CERCLAS 104 (26 U.S.c. S 9604 (2007)))，その対策にかかる費用は，
いわゆるスーパーブアンド (CERCLAS 131 (26 UふC.[I.R.C.] S 9507 (1988)))に
対して拠出されている。スーパーフアンド法を施行するため，環境保護庁
が富家対応計麗 (NationalOil and Hazardous Substances Pollution Contingency Plan 
(NCP) ， 42 U.S.c. sヲ605) を作成し，その計画において，開法が対象とする有
害物質等の排出およびその恐れに対処する手続きおよびガイドライン，なら
びに対策を採る場所の)1顕序が定められている 32)。
スーパーブアンド法によって責任を課される者である潜在的責任当事者
(Potentially Responsible Parties (PRP)) を 107条 a項 (42Uふc.S 9607 (a) (2007)) 
が規定している。①施設 (facility)(42 Uふc.S 9601 (9) (2007))または船舶 (ves-
sel) (42 Uふc.S 9601(28) (2007))の現をの所有者 (owner)および管理者 (opera“
tor) ， (I)有害物質が処分された当時の施設の所有者または管理者，③有害
物質の所有者または占有者との契約等に基づき有害物質の処分または処理の
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準備をした者，および他人による有害物質の処理または処分のために有害物
質の輸送の準備をした者，ならびに④対策費用の負担が生じた，またはそ
の恐れのある処分処理施設へ輸送するために有害物質を受領する者または過
去に受領した者である。潜在的責任当事者が負担する責任を，スーパーアア
ンド法 107条a項 (42U.S.c. S 9607 (a) (A)ー (D)(2007))が定めている。 (A)合
衆国政府，州政府およびインディアン部族が国家対応計簡と矛盾することな
く支出した徐去事業または修復事業に要した全費用， (B)国家対応計画にし
たがってその他の者が支出した必要な対策費，(C)自然資源の損傷，破壊，
損失に対する損害賠償(排出 (release)の結巣から生じた損傷等の評価lこ要した合理
的な額の費用を含む)，および (D)104条i項 (42Uふc.S 9604 (i) (2007))に基づ
く，人の健康への影響調査またはその評価研究に要した費用である。対策費
用の負担方法には2種類あり，連邦，州またはインディアン部族が浄化事業
を実施したのちに潜在的責任当事者へ求償する方法および，潜在的責任当事
者に浄化事業主?実施させる方法がある33)。スーパーフアンド法に基づく責
任を他人へ引き受けさせることは認められていない。しかし，実際に責任を
負担した者が，費用補償契約または責任保険契約を通して，責任額を他の者
へ請求すること，および代位 (subrogation)等によって他の者へ訴訟を?提起
することが認められている (42Uふc.S 9607 (e) (1) (2) (2007))。費用の償還を受
けるための訴訟において，原告にとって一応有利な事件 (primafacie case) と
するために原告が主張すべきことは，①その場所 (site)が本法の規定する
施設 (facility)であること，②その施設または船舶から有害物質の排出また
はその可能性があること，③有害物質の排出またはその可能性に関連して
原告が対策費用を負担したこと，および④被告が，少なくとも，本法 107
条が責任を負うべき者として規定する四つの類型のうちのひとつに該当する
ことである 34)。原告になりうる者には 2種類あり，ひとつは対策費用を負
担した者であり，もうひとつは環境である。自然が原告の場合スーパーフア
ンド法 107条a項 4号 C(42 Uふc.S 9607 (在)(4) (C) (2007))が，損害を受けた
自然資源が所在する地の政府または連邦政府が，自然のために撰害賠償額を
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受領する 35)。被告は，本法 107条b項 (42U.S.c. S 9607 (b) (2007))等が認める
抗弁を主張する等の方法によって，責任を免れることができる。
4 1996年改正前スーパープアンド法と受託者
(1 ) 受託老は潜夜的責任当事者としての所有者か
未成年者である複数の受益者のために生前信託そ設定した委託者の財産を
保有する，銀行倍託部門の役員である受託者を想定した場合，この想定上の
受託者はスーパーブアンド法によって責任を負う所有者に該当するかを検討
した Garrouの見解を紹介する 36)。
スーパーフアンド法 101条 20項A号 (42U.S.c. S 9601(20)A (2007))には，
いわゆる被担保債権者の例外 (securedcreditor exemption)が認められている。
問規定は，所有権の徴滋 (indicia)を主に損保権を保全するために有してお
り，かっ施設経営に参加していない者を，潜在的責任当事者から明確に除外
している。ただし，担保権~保全するために穣権者がどれほどの行為をすれ
ば，施設経営に参加している者と扱われるのかは不明である。たとえば債権
者たる銀行が担保物に対する受戻権喪失手続きを?とったとしても，担保の目
的物であった有害廃棄物処理施設の経営に直接参加しないかぎりは，本条の
所有者に該当しないと考えてよいのかは議論の余地がある。一説によれば，
本条の例外は，少数の州においてそーゲッジを有する者が担保物に対するコ
モンロー上の権利を取得すると解されていることへの対応にすぎないと解さ
れている。被担保債権者の例外に関する UnitedStates v. Fleet Factors Corp. 
判決37)は，所有権の徴?患を有する被担保債権者が，当該会社が行う有害廃
棄物処理の最高責任者の意思決定過程に影響を与える資格を少なくとも有し
ている場合には，被担保債権者の例外による保護を与えることはできないと
判示している。しかし，他方で， Kemp Industries， Inc. v. Safety Light Corp. 
判決38)および BancAmericaCommercial Corp. v. Trinity Ind. Inc.判決別
は，現実に経営に関与しないかぎり，施設の金融に関して影響力そ有するだ
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けでは，現実に経営に参加したと考えることはできず，被担保債権者の例外
が適用されると判示している。したがって，金融機関が不動産 (property) も
しくは事業の受託者または経営者として行動している場合，あるいは金融機
関が金融呂的で行動していないか， もしくは動産または不動産にして善意
(bona fide)で設定された担保権以外の利害を有する場合，被担保債権者の例j
外が適用されないとも解される。
以上より，ある種類の受託者には被担保債権者の例外による保護が与えら
れるが， Garrouの想定する受託者は，担保権以外の目的で所有権の徴?患を
有するので，被担保債権者の例外が適用されないことになる40)。
スーパーブアンド法に基づく所有者としての責任の根拠には，所有権の徴
滋としての権原 (title)だけで十分か否かについても判例上の対立がある。
これは権原と所有 (ownership) との間のあいまいな違いを明らかにするもの
であった。受託者は，信託財産に対して権原を有しているため， Garrouの
想定する受託者の責任の有無に関連する問題である。権原の有無は，スー
ノtー ブアンド法による責任の根拠となる所有または支配の有無を必ずしも決
定付けるものではないとする判決 (United5t幻自 v.Carolawn CO.)41)が出された
一方で，記録権原 (recordtitle)の占有が所有者としての責任の十分な根拠と
なりうることを示唆する判決 (Inre Bergsoe Metal Corp.) 42)がある。したがっ
て， Garrouが想定する受託者が信託財産の現在の所有者としてスーパー
プアンド法の責任を負うか否かは， これらの判例からは不明である。委託者
は前所有者として嚢任を負う可能性があることは明らかである。さらに，現
在の所有者として，受益者の利益のために財産権を管理することを可能にす
るために権原を有し，必ずしも自己の利益のために有しているわけではない
受託者L 受益者とのどちらかが現在の所有に基づいて責任を負うべきであ
るかという議論がなされていく可能性があると Garrouは指摘する。なお，
受益者も受託者も，所有者または支配権者としての区分に合致しないことを
理由に，双方が責任を負うとする判決があるとの指摘がある43)。
受託者のスーパーブアンド法上の責任を特に論じた判決として， City of 
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Phoenix v. Garbage Services Co.判決44)がある。 Phoenix判決は，受託者が
信託財産の使用を支配し，かつ有害物質の処理に信託財産が使用されること
を知りながら許可した場合，スーパーフアンド法上の所有者に該当すると判
示した。したがって， このような受託者は，信託財産の範屈を超えて，富有
財産で同法による責任を負担しなければならない。この判決の結論は，第二
次信託法リステイトメント 265条を根拠とするものであった45)0 
(2) 潜在的糞任当事者が主張可能な抗弁
スーパープアンド法は四種類の抗弁を被告に認めている。有害廃棄物によ
る違反七連邦が許可していると主張するか (42U.S.c. !l 9601(10)， 9607 (J) 
(2007))，または不可効力，戦争もしくは無関係の第三者によってなされた
と主張することによって，責任を免れることができる (42Uふc.!l 9607 (b) 
(2007) )。この無関係の第三者によってなされたとの抗弁を，善意の土地所有
者の抗弁 (innocentlandowner defense) という。善意の土地所有者の抗弁が認
められるためには，証拠の優越によって，被告が四つの事実を証明しなけれ
ばならない。①違反が第三者のみによってなされたこと，②違反が第三者
と被告との契約関係から生じたものではないこと，③被告が有害物質に関
して適切な注意を払ったこと，ならびに④被告が，第三者の予測可能な行
為および結果に対して予防措置をとったことである (42Uふc.S 9607 (b) (3) 
(2007)) 0 Garrouの想定する受託者は，おそらく，③および④の事実を容易
に証明できると考えられるが，①および②の事実を証明することは非常に難
しいと考えられる。実際に，特に②の立証が難しいため，保護に値する土地
所有者までも責任を負う事態が生じ，スーパーフアンド法修正再授権法は，
「契約関係Jの意味および「契約関係Jがないと認めることができる事情を明
確にした (42Uふc.S 9601(35) (2007))。他方で，スーパーフアンド法修正再授
権法 101条 35項A号は，善意の土地所有者の抗弁を認めるために，⑤有
害麗棄物の処理がなされた後に被告が土地ぞ取得したことという事実の証明
も要求することとしている (42U.S.c. !l 9601 (35) (A) (2007))。この改正は，結
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果としては，善意の土地所有者の抗弁を認め易くした必)。
前記③の要件に関連して， f取得時になすべき適切な調査Jとは実際にど
のような手続きであるかについても，産業界には懸念材料であった47)。この
点、について，スーパーフアンド法修正再授権法 101条 35項B号 (42U.S.c. 
S 9601(35) (B) (2007))が控意 (diligence)に関するスライド制 (slidingscale)を
用いることを明らかにしている。すなわち，状況と当事=苦の知識とが，被告
の立場を決定する際に関係する要素となる。調査義務は取得時の基準で決定
され，有害物質排出に関する世間の関心が高まるにつれて，この基準が高く
なる48)。
Garrouの想定する受託者が善意の土地所有者の抗弁そ認められるかにつ
いて，判例法は十分に形成されていない。ただし，少なくとも 2つの館向が
顕著になってきている。第ーに，商業用不動産を賃貸等する業者の場合，環
境調査をしないこと自体が，善意の土地所有者の抗弁を不可能にすることで
ある (United States v. Serafini判決)49)。第二に，スーパーフアンド法は厳格責
任を課していると一般に解されているが，裁判所は善意の土地所有者の抗弁
を主張する者の相対的過失 (relativefault) とでもいうべきものを審査してい
る。たとえば， United States v. Pacific Hide & Fur判決50)では，政府が，
原告にとって一応有利な事件とするために主張すべきことを主張したと裁判
所が認めたにもかかわらず，被告である現在の所有者が善意の土地所有者の
抗弁によって責任営免れた。被告である現在の所有者は，その父から土地を
贈与されたのであって，海叡引によって取得したのではないから，被告はそ
の置かれている状況において合理的であったことがその根拠である51)。
(3) 改正法案
John LaFalce CD-NY)下院議員から，スーパーブアンド法にもとづく受託
者の責任に関する改正法案が提出された。ただし，この法案は可決されてい
ない。
LaFalce下院議員の提出した法案52)は，金融機関および権原告と保有する受
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託者にスーパーフアンド法 107条 a項の責任を免れさせる内容である。具体
的には向法 101条 20項D号の「所有者」からこれらの考を験外する方法に
よるものである。金融機関が担保権を実行して取得した土地が有害鹿棄物で
汚染されていた場合，その土地を名呂的な価格で売却するか，または問法に
よる責任を負担するかしかない状況だからである。受認者は，すでに前所有
者または経営者に責任がある資産に関与しているだけであり，受認者が損害
賠償を負担することによって，責任を追及する側lこ「たなぼた」となる利益
を与える必要はないこと，および責任を負担したくない受認者が就任を拒否
することになりかねず，その場合，信託および資産な管環する者が見つから
なくなる可能性があるからである 53)。
立法的解決がなされなかった場合， Garrouが想定する受託者は金融機関
ではないため，スーパーフアンド法に基づく責任を負う可能性があり， この
責任を免れるために重い立証責任そ負うことは明らかである。
5 1996年スーパーブアンド法改正
受託者のスーパーブアンド法上の責任について，以上のような議論が行わ
れていた後， 1996年連邦議会が貸手責任および受認者責任に関する立法
(Asset Conservation， Lender Liability， and Deposit Insurance Protection of 1996 (Lender 
and Fiduciary Liability Amendments) 54)を行い，受認、者の嚢任に関する規定 (42
U.S.c. ~ 9607 (n) (2007))がスーパープアンド法に設けられた。この改正は，原
則的に，スーパーフアンド法によって受認者の負う責任を，受認者として保
有する財産額を限度としたが，受認、者の過失が，有害物質の排出またはその
恐れの原因または一因となった場合lこは，受認、者の屈有財産で責任を負担さ
せている。本法における潜志的責任当事者である所有者 (owner)および管
理者 (operator)には，受認者が含まれるとの立場をとりつつ (42Uふc.~ 9601 
(20) (A) (2007))，受認者が間有財産で責任を負担することのない行為を明ら
かにしずこ (42U .S.c. S 9607 (n) (4) (2007))。
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したがって，本法による責任を受認者が負う行為は以下の行為である。第
ーに，受認者としての行為とは別個の，みずからのための行為，第二に，受
認者としての行為であるが，過失によって有害物質の排出またはその恐れの
原因または一因である行為，第三に，積極的に取引または営利事業を行うた
めに組織された借託またはその他の受認財産の受認者としての行為，および
第四に，受認者自身または他人の責任を回避する客観的な目的で，受認、者が
権原を取得する行為である。
貸手Clender)は，たとえ物的担保権を実行した結果，施設または船舶の
所有者となり，かつ担保物であった施設等を売却する等したとしても，担保
権実行以前，その施設等の運営に参加していないならば，スーパーフアンド
法上の責任を負わないこととなった (42U.S.c. S 9601(20) (E) (i)ー (i)(2007))。
貸手が施設等の運営に参加しているか杏かを判断する基準も，規定されてい
る (42Uふc.S 9601 (20) (F) (iii)ー(iv)(2007))。経営に参加しているか否かによっ
て本法の責任の有無が決まるのは貸手のみであって，受認、考ではない点に注
意を要する (42U.S.c. S 9601 (20) (A) (ii) (2007)) 55)。
II おわりに
受託者の固有財産による責任の眼度に関する統一信託法典の規定が，第二
次倍託法リステイトメントとは呉なる法則へと変更されたことの背景には，
スーパーアアンド法のほか，土壌汚染に関する州法などの立法があった。受
託者のスーパープアンド法上の責任に関する規定は，不法行為責任のうち無
過失責任を受託者が闘有財産で負担しないとする統一信託法典の規定ほど単
純ではない。しかし，当初，スーパーファンド法は，施設または船舶を所有
している者を基準として主に責任を課していたが，その後の改正によって，
本来の意味における所有者とは巽なる受託者には異なる基準を適用してい
る。スーパーブアンド法上の責任が生じる要件は不法行為の類型を用いてい
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るから，統一信託法典中，受託者の不法行為責任に関する規定の注釈が，使
用者責任などと共に，信託受託者のスーパーフアンド法上の責任に関し
及していることは理解できることである。日本においても，土壌汚染に関す
る受託者の責任を論じる場合，汚染された土壌を浄化する必要性を考慮し，
かっ受託者が引き受けた信託の類型に着目しつつ，受託者の不法行為責任の
一環として議論することができると考える。
なお，最後に，受託者がスーパーフアンド法に基づく責任を負うとすれ
ば， どのような基準が望ましいかに関して， 1996年スーパーフアンド法改
正前に Garrouが示した見解を紹介する。まず，スーパーファンド法の目的
は，第一に，環境規制の実施のために効果的な誘因を設けることであり，第
二に，有害廃棄物の生産者による費用内在化を促進することである。した
がって，受託者に責任を課す基準について次のようなことが妥当すると主張
する。第ーに，スーパープアンド法は震い責任の脅威によって，将来土地所
有者となる可能性のある者連を有害廃棄物警察として，有害廃棄物の投棄を
検査，発見および断念させようとしている。たとえば信託会社などの知識あ
る受託者は，特に有害鹿棄物警察に適任であるから，スーパーブアンド法に
よる責任を課して信託財産を環境調査する義務を負わせるのが望ましい。第
に，費用の内荘化は，確かに，有害廃棄物生産者に課せられる税を浄化費
用として SuperfundIこ拠出する方法L 開題を起こした者に浄化費用を負
担させる方法で実施されている。しかし，理想的には，問題を起こした者の
ほか，契約関係を持つ第三者，たとえば現在の所有者または一定の条件下で
担保物への受庚権喪失手続をとった銀行にもスーパーアアンド法の責任を負
担させる必要がある。そうすれば，有害廃棄物生産者にとって，事業費用が
高くなり，かつよりよいインセンティグとなるであろう。適切な基準を設け
てスーパーアアンド法の責任を課すことによって，不動産所有者と同様に，
受託者も，環境調査費用と危険を廃棄物生産者へ転嫁できるようにするべき
であるとする。よって， Garrouは，受託者が一律にスーパープアンド法に
基づく責任を負わない制度は誤っていると主張する 56)。
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